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研究成果の概要（和文）：本研究では、インタビュー調査と参与観察を通じて、アジアを中心とした海外事業所
において発生するミスコミュニケーションの解決事例を収集した。ミスコミュニケーションには言語的要因、社
会環境的要因、法律や政治上の要因があるが、関係者が現地の状況を踏まえて、信頼関係を構築しつつ、双方の
立場を理解する人を立て、問題点を丁寧に言語化していくことで解決が図られていることが判明した。

研究成果の概要（英文）：In this research, we collected case examples of miscommunication that 
occurred at overseas offices mainly in Asian countries through interview surveys and participant 
observation.  There are linguistic factors, social environmental factors, legal and political 
factors in the miscommunication.  It turned out that based on situations and circumstances in local 
areas, stakeholders set up a person who understands the position of both parties while constructing 
a trustful relationship, and then solution was planned by careful verbalization of the problem.

研究分野： English for Specific Purposes
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 経済活動の中心がアジアになることで、仕
事上で使用される英語は、ネイティブの英語
から BELF（Business English as a Lingua 
Franca）へと質的に変化をしている。実際、
寺内・藤田・内藤 (2015）の研究によれば、
グローバル企業において行われる会議の参
加者構成を平均すると、日本人ノンネイティ
ブが 40%、外国人ノンネイティブが 35%、英
語ネイティブが 25%、と BELF 使用者が圧
倒的に多い状況となっている。かつては海外
進出といえばその大多数が大企業であった
が、海外進出する事業所の 3分の 2は今や中
小企業であり、BELFを必要とするビジネス
パーソンは急増している。 
 仕事で使う英語を身につけないままアジ
ア市場に赴くビジネスパーソンであっても、
商品の売買など業務に密着した英語は数ヶ
月も経たないうちに習得する。海外進出する
中小企業にとって、現地社員の労務管理と販
路拡大は生命線であるが、現地社員との対話、
微妙な駆け引きが要求される交渉は思いの
外難しく、円滑に進まない。ミスコミュニケ
ーションは海外展開する上で死活問題にな
る。本研究グループのこれまでの研究では、
アジア各国でフィールドワークを行い、その
中で、事業撤退や縮小の場面を目の当たりに
することで、本研究課題の着想を得た。 
 
２．研究の目的 
 
 事業の現場で発生するミスコミュニケー
ションは、商習慣、労働に対する考え方、意
見表出の方法が、日本と海外では異なること
が問題の背景にあることは広く認識されて
いる。しかし、企業によって事業内容が異な
るため、また国毎に事情が異なるため、その
具体的な解決方法が産業界の中で全くシェ
アされていないのが現状である。本研究では、
ミスコミュニケーションの発生状況をタス
ク、ジャンルの概念を導入しつつ、整理分類
すること、海外での事業経験が豊富な企業か
ら問題の解決事例を収集することを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、タイ、シンガポール、香港、
ベトナムの事業所に赴き、ミスコミュニケー
ションの発生状況についてインタビューす
ることで調査を進めた。インタビューは、１）
日本からの駐在者、２）現地雇用の日本人社
員、３）現地人管理職、４）現地人従業員を
対象として行った。すべての調査においてイ
ンタビューの模様は業務内容や職場の人間
関係に大きく影響するため、録音することは
できないという制約があった。そのため、聞
き取り調査後にインタビューの内容を抽象
化してまとめるという手法で進められた。ま

た、インタビュー調査に加えて、ビジネス交
渉におけるミスコミュニケーションの状況
を調査するために、海外食品展示商談会にお
ける参与観察を香港、タイ、シンガポールな
どで行った。サプライヤー、バイヤー、通訳
者の３者が商品説明、質疑、価格交渉などを
進めるテーブルに同席し、その状況をメモす
るという形で進められた。 
 
４．研究成果 
 
 インタビュー調査と参与観察を進める中
で明らかになったのは、ミスコミュニケーシ
ョンの要因としては、(1) 言語学的要因、(2)
社会環境的要因、(3)法律的・政治的要因の
３つに大別されることである。 
 
 (1)言語学的要因 
 
母語に影響された発音の訛り、そして、語
彙力の相違、基本的な英語力の差異などがあ
げられる。 
 調査研究が行われたアジアでは、グローバ
ル化の影響によって事業所や商談会におい
て多種多様な人種が混在する場面が多々見
られた。インド訛り、中国訛り、ミャンマー
訛りなど日本人にとっては英語であるかさ
え判別できないことがある。ただし、訛りの
問題に関しては、「慣れ」で解決が図られて
いる様子も観察された。コミュニケーション
開始当初は相当の戸惑いがあったとしても
数か月後は慣れてしまうこともあり、深刻な
問題に発展することは比較的少ない。 
 語彙力の相違については、たとえ通訳者で
あったとしても社会生活に根差した語彙ほ
ど伝わっていないという場面が散見された。
例えば、「うまおう（あまおうの誤解）」、「ト
ップバリュー」などのブランド名は日本では
よく知られているが、「美味しい」、「富裕層
対象」などのように微妙にズレた意味として
捉えられていた。また、「かりんとう」、「離
乳食」など日常生活に根差した語彙が文脈か
ら離れた会話や例えなどで出てくると伝わ
らなかった。「遠心分離機」、「冷凍やけ」な
どの専門用語に関しては、日本人であれば漢
字の意味や語の部分的な意味から全体の意
味を想像できても、全く伝わらないことが起
きていた。 
 基本的な英語力の差異がある場合に観察
された事例としては、やはり、話が一方的に
進められてしまうということである。片方が
聞き手に回ることが多く、相手に伝えたい情
報を伝えられないままに時が流れてしまう、
英語力のある方からの質問攻めにあって話
のポイントがずれてしまう、など、非常に効
率の悪い状況が発生する。言語的に明示され
た内容を把握して行くというよりも、推測能
力で断片的な情報を繋ぎ合わせて内容を把
握して行くことになってしまう。 
 言語学的な要因については、時間をかけて、



また、視覚情報などの補助的なものを駆使す
ることで解決が図られていることが多く、実
際には、深刻なミスコミュニケーションには
至らないことがほとんどであった。しかし、
議論を効率よく進める、深いところまで相互
理解するという観点からは大きな問題とな
っていて、場合によっては、ビジネスチャン
スを逃すという問題も起きてしまっていた。 
 
 (2)社会環境的要因 
 
職場環境、社会インフラ、生活習慣など複
雑な要素が相互に重なりあっている様子が
分かった。 
 職場環境としては、採用区分の違いから来
る給与体系の違いなどコミュニケーション
する以前の前提条件の違いが想像以上に高
い壁となっていることが分かった。日本の給
与体系を維持する日本から来た駐在者、現地
で採用された日本人、現地人で管理職の立場
になっている人、現地で雇用された一般職者、
ではそもそも立ち位置が異なるため、率直な
意思疎通が図られていないことが多々あり、
無用なトラブルを避けるためコミュニケー
ション上一定の距離を保ち、決して本音を語
らないことが起きていた。気軽な「声掛け」
が行われていないために、一般職者の仕事の
進行状況が不明で、今何をしているか分から
ない、交渉がどこまで進んでいるのかが分か
らない、仕事が完了したかが分からないなど
が、日本人管理者のフラストレーションとな
っていた。プロセスを管理したい側と、結果
を出せば問題はない、給与以上の仕事はしな
い、という考え方の違いも大きな要因となっ
ていた。 
 社会インフラの要因との関連では、交通渋
滞と病欠を巡るコミュニケーション上の行
き違いが多々発生している。アジアの交通大
渋滞が起きる都市部では、渋滞が遅刻の理由
になる。渋滞を避けるための迂回路や時間を
ずらしての出勤という発想がない。また、体
調不良時は決して無理をしないという考え
方が一般的であり、病気休暇制度があるため、
遅刻や欠席の理由として病気がかなり頻繁
に使われてしまう。仕事が滞る、士気が下が
るなど上司として看過できない状況が続く
なか、事情を知ろうとする日本人管理職者が
コミュニケーションを図るが、渋滞と病気と
いうことで片付けられてしまい、真相が全く
分からずに終わってしまう。対策が一向に進
まないためにイライラが募る様子が伝わっ
てくることが何度もあった。 
 生活習慣として、アジアでは家族を大切に
することが非常に重要であることが分かっ
た。優先順位として仕事よりも家族を大切に
し、そのためにかなり重要な案件となってい
る仕事も中断して帰宅するということが起
きる。日本人の感覚からすると何か重大なこ
とが起きたかと心配するが、実際には、それ
が誕生日のパーティーだった、会食が予定さ

れていたなど、拍子抜けするほどの理由であ
ることがある。そして、中断した仕事のフォ
ローを日本人駐在者や管理者が延々と続け
て、長時間労働に及ぶということが起きてい
る。 
 これらの社会的環境要因から生じるミス
コミュニケーションは、職場の中で深刻な対
立を生み、離職者が増加するなど問題として
は大きい。その解決方法を一言でまとめるな
らば、信頼関係の構築、ということになる。
その中身は比較的単純なものである。現地の
人たちと上手くやっている人たちは、やるべ
き仕事を明確に伝える、挨拶や簡単なコミュ
ニケーションについては英語ではなく現地
語を使用する、病気、家族、渋滞などの事情
を前提として相手の状況を思いやる言葉が
けを行う、などの手法をとっている。不満や
イライラをぶつけるのではなく、相手の状況
に必要な言葉を顕在化させ、丁寧かつこまめ
に伝えて行く。広い意味でのコミュニケーシ
ョンをとることをしている。決して、難しい
議論や説得をしている訳ではない。その丁寧
かつ小まめなやり取りが信頼関係の構築に
繋がっている。 
 
 (3)法律的・政治的要因 
 
仕事が進まない裏には、政治的な思惑が働
いている、日本にはない金銭的なやり取りが
あるなどが挙げられる。 
 法律や政治の動向をどのように理解し、そ
の枠組みの中でどのようにビジネスを継続
して行くかは、細かな点では、現地の人に任
せるしかないということが起きる。地域に根
差したレストランを円滑に運営する、越境し
た商品取引を進めて行く、その際に、行政と
どのような距離感を保つかは、新規参入した
ばかりの日本人に理解をすることは難しい。
その場合には、日本や先進諸国の状況を理解
し、なおかつ、地元の状況を深く知る現地の
仲介者を立てて行くことが重要になる。その
ような人物を見つけ出し、信頼関係を構築し
ていくプロセスはやはり時間を要する。いわ
ゆる、深い付き合いが必要される。会食を重
ね、時には、家族のように付き合い、仕事以
外の時間をともにして交流を深めて行く、と
いうことが求められる。また、その国の人た
ちが大切にしている尊厳を理解して、尊重し
て行くという姿勢が大切になる。インタビュ
ー対象者の中で、このレベルでのコミュニケ
ーションを成立させている人たちは、共通し
て現地に根差したビジネスをするという覚
悟を決めていたというのも興味深い点であ
った。 
 以上、本研究では、事業所におけるインタ
ビュー調査、国際展示商談会における参与観
察を通じて、ミスコミュニケーションの解決
事例を収集した。分析の結果、ミスコミュニ
ケーションの発生要因として、(1)言語学的
要因、(2)社会環境的要因、(3)法律的・政治



的要因の３つが挙げられる。その解決には、
要する時間（経験）の長さ、相手と図るコミ
ュニケーションの深さが関係していること
が判明した。本研究が対象とした事業所は、
中小零細企業がほとんどである。このような
規模でビジネスを繰り広げる場合、ビジネス
パートナーとの信頼関係の構築が不可欠と
なるが、その要となるのは高度な英語力とい
うよりも、気さくに声掛けをし、思いを丁寧
に言語化して行く、その意思が大切となる。 
英語教育上の示唆としては、行き違いを防
ぐための確認する表現を覚える、思いを伝え、
状況を知るための短いフレーズを駆使した
テンポの良い会話、コミュニケーションをと
る方法を訓練することが挙げられるだろう。 
 この３つの要因に関しては、(1)の言語学
的要因は、新入社員、駐在間もない若手日本
人社員、(2)の社会環境的要因は、管理者、
(3)の法律的・政治的要因は、経営者が、そ
れぞれ主に遭遇する問題でもある。それぞれ
の職位、立場に応じたコミュニケーションス
タイルを確立する必要性については今後の
研究課題となる。 
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